別記様式第１１の２（第４３条の９関係）
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の区域内における行為の届出書
　　年　　月　　日
茨城町長　　　　　　　　　　　　　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号：　　　　　　　　　　　　　　）

　都市計画法第５８条の２第１項に基づき、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　について、下記により届け出ます。
記
１　行為の場所　　　　　　　　茨城県東茨城郡茨城町大字
２　行為の着手予定　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
３　行為の完了予定日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

４　設計又は施行方法

	(１)土地の区画形質の変更
	区域の面積　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	 (２)
	（イ）行為の種類（建築物の建築・工作物の建築）（新築・改築・増築・移転）

	建築物の建築又は工作物の建設
	

	
	(ロ)
	
	届出部分
	届出以外

の部分
	合　　計

	
	設計の概要
	(ⅰ)敷地面積
	
	㎡
	
	㎡
	
	㎡

	
	
	(ⅱ)建築又は

建設面積
	
	㎡
	
	㎡
	
	㎡

	
	
	(ⅲ)延べ面積
	
	㎡
	
	㎡
	
	㎡

	
	
	(ⅳ)高さ

　　地盤面から

メートル
	(ⅴ)用　　　　　　途
	

	
	
	
	(ⅵ)垣又は柵の構造
	

	(３)建築物等の用途の変更
	(イ)変更部分の延べ面積
	(ロ)変更前の用途
	(ハ)変更後の用途

	
	㎡
	
	

	(４)建築物等の形態又は意匠の変更
	変更の内容　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	(５)木竹の伐採
	伐採の面積　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


	根拠法
	【都市計画法】

（建築等の届出等）
第58条の２　地区計画の区域（第12条の５第４項第２号に規定する施設の配置及び規模が定められている再開発等促進

区又は地区整備計画が定められている区域に限る。)内において、土地の区画形質の変更、建築物の建築そ

の他政令で定める行為を行おうとする者は、当該行為に着手する日の30日前までに、国土交通省令で定める

ところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を市町村

長に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。

1．通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

2．非常災害のため必要な応急措置として行う行為

3．国又は地方公共団体が行う行為

4．都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為

5．第29条第１項の許可を要する行為その他政令で定める行為

２　　前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事項を変更しようとすると

きは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の30日前までに、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市

町村長に届け出なければならない。

３　　市町村長は、第１項又は前項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る行為が地区計画に適合

しないと認めるときは、その届出をした者に対し、その届出に係る行為に関し設計の変更その他の必要な措置をと

ることを勧告することができる。

４　　市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対

し、土地に関する権利の処分についての斡旋その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

	届出時期
	　都市計画法第５８条の２第１項により、行為の着手３０日前までに町長に届ける。（提出部数：１部）

	指　　導
	　都市計画法第５８条の２第３項により、地区計画に適合しないと認めたときは、その届出をした者対し、行為に関し設計の変更などを勧告する。

	添付書類
	①　敷地内における建築物の位置を表示する図面で縮尺１／５００以上のもの。（案内図、配置図、各階平面図）

②　二面以上の断面図（立面図）で縮尺１／２００以上のもの。

③　その他参考となるべき事項を記載した図書。

	◆　地区計画




	地区　区分
	住宅地区
	工業地区
	沿道利用地区
	生活利便施設地区

	建築物の用途の制限
	A-1
	A-2
	A-3
	B
	C
	D

	
	約16.3ha
	約8.1ha
	約9.8ha
	約31.1ha
	約13.9ha
	約15.1ha

	
	
	次の各号に掲げる建築物は，建築しては，ならない。

1.　建築基準法別表第2(は)項に掲げる建築物以外の建築物の用途に供するのものでその用途に供する部分の床面積の合計が1,500平方メートルを超えるもの。
2.　ホテル又は旅館

3.　自動車教習所

4.　畜舎
	次の各号に掲げる建築物は，建築しては，ならない。
1. 建築基準法別表第2(は)項に掲げる建築物以外の建築物の用途に供するものでその用途に供する部分の床面積の合計が1,500平方メートルを超えるもの

2. カラオケボックスその他これらに類するもの

3. マージャン屋，ぱちんこ屋，射的場，勝馬投票券発売所，場外車券売場その他これらに類するもの

4. 自動車教習所

5. 倉庫業を営む倉庫

6. 畜舎

7. 建築基準法別表第2(と)項第3号並びに(ぬ)項第3号，(る)項第1号に掲げる工場等

8. 建築基準法別表第2(と)項第4号並びに(ぬ)項第4号，(る)項第2号に掲げる危険物の貯蔵又は処理に供する施設
	次の各号に掲げる建築物は，建築しては，ならない。
1. 畜舎
	次の各号に掲げる建築物は，建築しては，ならない。
1. 劇場，映画館,演劇場，ボーリング場，スケート場，水泳場若しくは観覧場又は店舗，飲食店，遊技場，勝馬投票券発売所，場外車券売場その他これらに類する用途で政令で定めるものに供する建築物でその用途に供する部分の床面積の合計が1万平方メートルを超えるもの

2. カラオケボックスその他これに類する建築物でその用途に要する部分の床面積の合計が1万平方メートルを超えるもの

3. キャバレー，料理店，ナイトクラブ，ダンスホールその他これに類するもの

4. 畜舎

5. 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第1項第1号から第3号に掲げる風俗営業の用に供する建築物

	次の各号に掲げる建築物は，建築しては，ならない。
1. 住宅

2. 共同住宅，奇宿舎又は下宿

3. キャバレー，料理店，ナイトクラブ，ダンスホールその他これらに類するもの

4. 畜舎

5. 建築基準法別表第2(ぬ)項第3号に掲げる工場等

6. 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第1項第1号から第3号に掲げる風俗営業の用に供する建築物


　地区計画


　


住宅地高度利用地区計画





　土地の区画形質の変更


　建築物の建築又は工作物の建設


　建築物等の用途の変更


　建築物等の形態又は意匠の変更


　木竹の伐採





■　別記様式第１１の２（第４３条の９関係）の説明








※　手数料・・・無料








